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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第３四半期連結
累計期間

第33期
第３四半期連結
会計期間

第32期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成19年
７月１日
至平成20年
６月30日

売上高（千円） 24,008,8257,783,19229,188,902

経常利益（千円） 1,519,988584,348 224,055

四半期（当期）純利益（千円） 654,808 297,543 46,957

純資産額（千円） － 8,404,3517,992,833

総資産額（千円） － 17,484,44615,818,497

１株当たり純資産額（円） － 2,218.642,109.92

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 172.87 78.55 12.40

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 48.1 50.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,040,790 － 632,190

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,427,719 － △2,014,612

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△187,715 － △153,528

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 979,5291,554,707

従業員数（人） － 406 418

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．第33期第３四半期連結累計(会計)期間及び第32期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額に

ついては、潜在株式はありますが希薄化効果を有しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 406    (796)

(注) １．従業員数は就業人員であります。

２．パートタイマー等の臨時雇用者数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しておりま

す。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 54    (6)

(注) １．従業員数は就業人員であります。

２．パートタイマー等の臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、以下のとおりであります。

事業部門の名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

スナック部門 （千円） 8,808,632

タブレット部門 （千円） 265,374

合計 （千円） 9,074,007

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当社グループでは、受注生産を行なっていないため、該当事項はありません。

(3）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、以下のとおりであります。

事業部門の名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

スナック部門 （千円） 7,518,461

タブレット部門 （千円） 264,731

合計 （千円） 7,783,192

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

丸紅㈱ 1,483,089 16.3

三菱商事㈱ 1,066,077 11.8

（注）１．相手先別に売上割戻を集計することが困難なため、金額及び割合は、総売上高及び総売上高の

          割合を使用しております。

２．総販売実績に対する割合が10％以上のものについて記載しております。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は以下のとおりです。

　 

ふらの農業協同組合との業務提携についての覚書の締結

当社は、平成21年１月20日開催の取締役会において、当社子会社である株式会社湖池屋(以下、湖池屋という)と

ふらの農業協同組合(以下、ＪＡふらのという)との間で、食品及び菓子の生産に関して業務提携を行なうことを

決議し、平成21年１月29日付けで覚書を締結いたしました。その主な内容は、次のとおりであります。

(1) 湖池屋は、ＪＡふらのにポテトチップス等の生産を委託し、ＪＡふらのはこれを受託する。

(2) 湖池屋は、湖池屋ブランドのポテトチップス等を生産するために必要なノウハウ、その他の技術情報をＪ

Ａふらのに提供する。

(3) ＪＡふらのは、湖池屋からの生産を受託するにあたって、馬鈴薯等の確保と生産工場の安定的な稼動に向

け努力する。

また、その他必要な事項につきましては、両社で協議の上決定するものとしております。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況　

　当第３四半期連結会計期間におきましては、主たる事業であるスナック部門で引き続き既存ブランドの売上拡

大施策を推進した結果、増収となりました。

　売上面では、基幹ブランド「コイケヤポテトチップス」のサブブランド『リッチカット』シリーズの大ヒット

や、サイズ・包装バリエーションなど製品提案へ注力いたしました。一方、同ブランドのレギュラーサイズでは、

平成21年２月に利益率改善を目的とした値上げを実施しており、需要確保ならびに購買意欲喚起のため、新作テ

レビコマーシャルの放映や、消費者キャンペーンを推進いたしました。これらにより、ブランド全体で前年売上を

上回りました。また、コーンスナックにつきましては、「スコーン」ブランドで、平成21年２月にリニューアルを

行なったことにより、好調に推移いたしました。

　利益面では、ブランドイメージ向上を目的としたテレビコマーシャルを積極的に行なったことなどにより、広告

宣伝費は増加したものの、売上が好調に推移したことによる増益効果に加え、製品規格改定を実施したことや、一

部の原材料費が想定を下回ったこと、また馬鈴薯調達計画が順調であったことなどから、営業利益は552百万円

（前年同期比173.7％増）となりました。

　以上により、当社グループの業績は、売上高7,783百万円（前年同期比4.3％増）、経常利益584百万円（同

208.1％増）、四半期純利益は297百万円（同190.6％増）となりました。なお、業績の状況の前年同期比は参考と

して記載しております。

 

（２）キャッシュ・フローの状況　

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第２四半期連結会

計期間末に比べ344百万円減少し、979百万円となりました。当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は1,033百万円となりました。これは、税金等調整前四半期純利益（568百万円）、

減価償却費（165百万円）、売上債権の減少（2,028百万円）及びたな卸資産の減少（421百万円）等の増加要因

が、仕入債務の減少（1,387百万円）及び未払金の減少（891百万円）等の減少要因を上回ったことによるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は1,377百万円となりました。これは、定期預金の預入による支出（2,275百万円）

及び有形固定資産の取得による支出（180百万円）等の減少要因が定期預金の払戻による収入（1,071百万円）

等の増加要因を上回ったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は0百万円となりました。これは、リース債務の返済による支出であります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

　株式会社の支配に関する基本方針について

当社は、平成19年８月21日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方

に関する基本方針を定めております。その内容は以下①のとおりであります。

また、平成19年９月27日開催の第31回定時株主総会における第１号議案及び第５号議案により、この基本方針

に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みと

して、当社株式の大量取得行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます。）が決議されております。その内

容は以下②Bのとおりであります。
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① 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社グループの企

業価値の源泉を十分に理解し、当社グループの企業価値・株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確

保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えています。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づい

て行なわれるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社グループの企業

価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、A.その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすもの、B.株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、C.対象会社の取締役会や株主

が株式の大量買付等の行為について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時

間や情報を提供しないもの、D.買収者の提示した条件よりもさらに有利な条件を株主にもたらしたりするため

に対象会社による買収者との交渉を必要とするもの等、当社グループの企業価値・株主共同の利益に資さない

ものも少なくありません。

当社グループの活動範囲は、菓子・食品事業を中心とした事業活動だけでなく、社会活動・文化活動等に及

んでおり、これらが有機的に結びついて、当社グループのブランド価値・企業価値の源泉となっていると考え

ます。また、当社グループは、既存事業の拡大と収益性の向上だけでなく、当社グループの企業価値の源泉であ

る安全・安心な生産システムの構築、そして常に挑戦し続ける組織風土の創出をさらに推進しております。

当社株式の大量買付等を行なう者が、当社グループを取り巻く経営環境を正しく認識し、当社グループのブ

ランド価値・企業価値の源泉を理解したうえで、これを中長期的に確保・向上させるものでなければ、当社グ

ループの企業価値・株主共同の利益が毀損される可能性があります。株主の皆様には、外部者である買収者か

らの買収の提案を受けた際には、当社グループの有形・無形の経営資源、これまでの企業活動の中で築き上げ

てきたブランドイメージ、菓子・食品事業におけるネットワーク、そしてお客様との信頼関係が有機的に結び

つくことで生み出されるシナジー効果、その他当社グループの企業価値を構成する諸要素を適切に把握し、当

該買付が当社グループの企業価値・株主共同の利益にいかなる影響を及ぼすか判断していただく必要があり

ます。

当社は、このような当社グループの企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行なう者は、当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要か

つ相当な対抗措置を採ることにより、当社グループの企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考え

ます。

② 不適切な支配の防止のための取組み

A. 基本方針の実現に資する特別な取組み

当社グループは、上記①で述べたような認識のもと、以下に掲げる「核となる方針」をもとに、さらなる成

長性の拡大と収益性の向上を目指しております。

　・スナック市場におけるさらなる成長を実現するため、積極的に市場開拓（地方への拡大・チャネルの拡大

・主要アカウントの増大）を行ない、販売シェアの拡大を目指す。

　・タブレット市場では、既存製品の売上水準を維持しつつ、独自の技術を活用した新製品を本格的に展開し、

新たな成長を実現する。

　・新規カテゴリー市場に本格的に参入するため、フレンテグループの既存能力（営業力・マーケティング力

・製品開発力・業界での洞察力・ネットワーク等）を増強する。

　・日本国内の人口減少を見据え、海外への販路拡大を進める。

具体的には、既存事業の拡大と収益性の向上だけでなく、安全・安心な生産システムの構築、そして常に挑

戦し続ける組織風土の創出を目指しております。スナック事業においては、エリア戦略とチャネル戦略をさら

に推し進め、売上増加を目指すと同時に、利益改善を図る予定です。既存ブランドの拡大に加えて、新ブランド

製品の開発にも注力いたします。タブレット事業においては、高付加価値・高優位性製品の展開による高収益

体質の実現を目指します。海外事業においても、東南アジアにおける第二カ国目の展開を行なっております。

当社グループはこれらに加えて、M&Aや業務・資本提携も視野に入れつつ、さらに企業価値を向上させる諸施

策を実施してまいります。当社グループは、このような取組みを地道に続けることにより、企業価値・株主共

同の利益を確保し、向上させることができると考えております。
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また、当社グループは、企業価値・株主共同の利益の確保・向上のために不可欠な仕組みとして、コーポ

レートガバナンスの強化を重要な課題に掲げております。当社においては、従来から独立性の高い社外監査役

を選任してまいりました。そして、平成18年９月27日開催の第30回定時株主総会において、取締役の経営責任

を明確にするため取締役の任期を１年とするほか、監査体制の充実・強化を目的として監査役会と会計監査

人を設置いたしました（当社は会社法上の大会社ではないため、両機関の設置は義務付けられておりません

が、コーポレートガバナンスの実効性を高めるため設置することといたしました。）。

当社は、以上のような諸施策を実行し、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上を図ってい

く所存であります。

B. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み

当社は、平成19年９月27日開催の第31回定時株主総会において本プランの導入について承認を得ておりま

す。

　本プランは、当社の株券等に対する買付その他これに類似する行為又はその提案（以下、「買付等」といい

ます。）が行なわれる場合に、買付等を行なう者又はその提案者（以下、併せて「買付者等」といいます。）に

対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、それに応じるべきか否かを株主の皆様が判断するために

必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行なうこと等を通じて、当社グループの企業価値

・株主共同の利益に反する買収を抑止し、当社グループの企業価値・株主共同の利益を向上・確保させるこ

とを目的としています。

本プランは、a.当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付等、又は

b.当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株

券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付けを適用対象とします。

当社の株券等について買付等が行なわれる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付内容等の検討に必要

な情報及び本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付

者等から提出された情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、これに対する代替案(もしあれば)が、社外監

査役等当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとし

ます。独立委員会は、外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の評価・検討、当社取締役会の提示した

代替案の検討、買付者等との交渉等を行ないます。

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、又は当該買付者等の買付等の内

容の検討、買付者等との協議・交渉等の結果、当該買付等が当社グループの企業価値・株主共同の利益に対す

る明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合等本プランに定める要件に該当する買付等であると

認めた場合には、独立委員会規則に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを

勧告します。この新株予約権は、金１円以上で時価の50％相当額以下の範囲内において、新株予約権無償割当

て決議において定める価額を払い込むことにより行使し、普通株式１株を取得することができ、また、買付者

等による権利行使が認められないという行使条件、及び当社が買付者等以外の者から当社株式１株と引換え

に新株予約権１個を取得することができる旨の取得条件が付されております。

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当ての実施又は不実施等に関

する会社法上の機関としての決議を行なうものとします。なお、当社取締役会は、独立委員会から新株予約権

無償割当ての決議に係る株主総会の招集を勧告された場合には、実務上可能な限り最短の期間で株主総会を

開催できるように、速やかに株主総会を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を付議するもの

とします。取締役会は、株主総会において新株予約権無償割当てに係る決議がなされた場合には、株主総会に

おける決定に従い、新株予約権の無償割当てに必要な手続を遂行します。

当社取締役会は、新株予約権無償割当ての実施若しくは不実施に関する決議を行なった場合又は株主総会

を招集する旨の上記決議を行なった場合には、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項に

ついて、速やかに情報開示を行ないます。なお、買付者等は、当社取締役会が新株予約権無償割当ての不実施に

関する決議を行なうか、株主総会において新株予約権無償割当ての実施に係る議案が否決されるまでの間、買

付等を実行してはならないものとします。

本プランの有効期間は、平成22年６月期に関する定時株主総会の終結の時までとします。ただし、有効期間

の満了前であっても、a.当社の株主総会において本プランに係る新株予約権無償割当てに関する事項の決定

についての取締役会への上記委任を撤回する旨の決議が行なわれた場合、又はb.当社取締役会により本プラ

ンを廃止する旨の決議が行なわれた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。
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本プラン導入後であっても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主及び投資家の皆様に直接

具体的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場

合、株主の皆様が新株予約権行使の手続を行なわないとその保有する株式が希釈化される場合があります(た

だし、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行なった場合、株式の希釈化は生じません。)。

③ 不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

上記②Aで述べた取組みは、当社グループの企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるた

めの具体的方策として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するものです。

また、本プランは、上記②Bで述べたように、当社グループの企業価値・株主共同の利益に反する買収を抑止

し、当社グループの企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させる目的をもって導入されたものであり、基本

方針に沿うものであります。特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得て導入されたものであるこ

と、その内容として本プランの発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること、さらに、独立性の高い

社外監査役等によって構成される独立委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の

判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家を利用することができると

されていること、本プランの有効期間が平成22年６月期に関する定時株主総会の終結の時までと定められたう

え、株主総会又は取締役会によりいつでも廃止できるとされていること、当社取締役の任期は１年とされてい

ること等により、その公正性・客観性が担保されており、企業価値・株主共同の利益に資するものであって、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

（４）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は82百万円であります。なお、当第３

四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,788,000 3,788,000ジャスダック証券取引所 単元株式数100株

計 3,788,000 3,788,000 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

     平成17年９月28日定時株主総会決議（平成18年２月２日取締役会決議）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 115

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注)１. 23,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）   (注)２. 2,880

新株予約権の行使期間
 自　平成19年10月１日

 至　平成22年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）     (注)２. 

 発行価格　　　　　　　2,880

 資本組入額　　　　　　1,440

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時において、当社並びに当社

子会社の取締役、監査役、従業員及び顧問、いずれかの地位

にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退

職、その他取締役会決議において正当な理由があると認め

た場合はこの限りではない。

②相続人による新株予約権の行使は認めない。

③その他行使の条件については、株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡するときは取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 (注)１. 当社が株式分割または株式併合を行なう場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。　 

       ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

　　　 いて行なわれ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

　　　 調整後株式数　　＝　　調整前株式数　　×　　分割・併合の比率 

　　　　 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行ない新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割　

　　　 もしくは吸収分割を行なう場合、当社は必要と認める株式数の調整を行なう。

 　　２．当社が株式分割または株式併合を行なう場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１

       円未満の端数は切り上げる。

調整後１株当たり払込金額 ＝　　 調整前１株当たり払込金額 ×　　
１

分割・併合の比率

　　　　 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行ない本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

　　　 分割もしくは吸収分割を行なう場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行なう。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

　平成21年１月１日～平

成21年３月31日
― 3,788,000 ― 401,490 ― 4,964,025
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（５）【大株主の状況】

①当第３四半期会計期間において、当社取締役名誉会長小池和夫から平成21年２月２日付の大量保有報告書の

変更報告書の写しの送付があり、平成21年１月27日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受け

ておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

 氏名又は名称  住所  保有株券等の数（株）  株券等の保有割合（％）

 小池　和夫  東京都練馬区  株式　　　　　320,320 　　　　　　　　8.46 

 

②当第３四半期会計期間において、当社代表取締役小池孝から平成21年２月２日付の大量保有報告書の変更報

告書の写しの送付があり、平成21年１月27日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けており

ますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

 氏名又は名称  住所  保有株券等の数（株）  株券等の保有割合（％）

 小池　孝  東京都渋谷区  株式　　      878,120 　　　　 　　　23.18

 

③当第３四半期会計期間において、岸田篤子氏から平成21年２月24日付の大量保有報告書の変更報告書（平成

21年２月26日付訂正報告書を含む）の写しの送付があり、平成21年２月18日現在で以下のとおり株式を保有

している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式

数の確認ができません。

 氏名又は名称  住所  保有株券等の数（株）  株券等の保有割合（％）

 岸田　篤子  東京都中野区  株式　　　　　291,080 　　　　　　 　 7.68

 

④当第３四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社から平成21年３月６日付の大量保有報告書の変

更報告書の写しの送付があり、平成21年２月27日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として実質所有株式数の把握ができません。 

 氏名又は名称  住所  保有株券等の数（株）  株券等の保有割合（％）

 フィデリティ投信株式会社

 
 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号

 株式　　　　　179,500

 

 　　　　　　　　4.74
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（６）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        200 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  3,787,300 37,873 同上

単元未満株式 普通株式        500 － －

発行済株式総数 3,788,000 － －

総株主の議決権 － 37,873 －

　（注）「単元未満株式」には、自己株式33株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式（株）

他人名義所有
株式（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社フレンテ
東京都板橋区成増

五丁目９番７号
200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 2,160 2,005 1,830 2,030 1,614 1,810 1,680 1,620 1,659

最低（円） 1,870 1,760 1,750 1,500 1,550 1,569 1,545 1,500 1,528

  (注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 

 退任役員 

 役名  職名  氏名  退任年月日

 取締役名誉会長  －  小池　和夫 平成21年５月３日（逝去）
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,034,529 2,654,707

受取手形及び売掛金 4,966,557 4,654,908

商品及び製品 444,453 336,327

仕掛品 1,799 1,578

原材料及び貯蔵品 247,517 650,191

その他 652,716 564,892

貸倒引当金 △37 △37

流動資産合計 10,347,535 8,862,568

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,923,268 1,992,185

機械装置及び運搬具（純額） 1,699,678 1,905,824

土地 1,450,327 1,450,327

その他（純額） 656,072 64,401

有形固定資産合計 ※
 5,729,346

※
 5,412,738

無形固定資産

その他 109,570 116,934

無形固定資産合計 109,570 116,934

投資その他の資産

その他 1,337,695 1,426,490

貸倒引当金 △39,701 △233

投資その他の資産合計 1,297,993 1,426,256

固定資産合計 7,136,910 6,955,928

資産合計 17,484,446 15,818,497

負債の部

流動負債

買掛金 2,378,792 2,829,844

未払金 3,631,911 2,262,764

未払法人税等 768,682 15,699

役員賞与引当金 12,351 14,651

賞与引当金 299,695 103,479

その他 395,442 424,252

流動負債合計 7,486,875 5,650,691

固定負債

年金基金脱退損失引当金 78,409 84,767

退職給付引当金 872,190 869,798

役員退職慰労引当金 635,197 725,072

その他 7,422 495,334

固定負債合計 1,593,219 2,174,972

負債合計 9,080,094 7,825,663
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 401,490 401,490

資本剰余金 285,875 285,875

利益剰余金 7,799,883 7,323,963

自己株式 △587 △587

株主資本合計 8,486,660 8,010,741

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △81,819 △20,945

為替換算調整勘定 △1,152 2,107

評価・換算差額等合計 △82,972 △18,837

少数株主持分 663 929

純資産合計 8,404,351 7,992,833

負債純資産合計 17,484,446 15,818,497
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 24,008,825

売上原価 13,853,404

売上総利益 10,155,420

販売費及び一般管理費 ※
 8,662,079

営業利益 1,493,340

営業外収益

受取利息 14,827

版権使用料収入 15,607

損害賠償金収入 18,705

その他 16,056

営業外収益合計 65,197

営業外費用

固定資産除却損 18,298

為替差損 16,069

その他 4,182

営業外費用合計 38,550

経常利益 1,519,988

特別利益

関係会社株式売却益 10,855

年金基金脱退損失引当金戻入益 6,357

特別利益合計 17,213

特別損失

投資有価証券売却損 184

投資有価証券評価損 19,812

減損損失 206,483

特別損失合計 226,479

税金等調整前四半期純利益 1,310,721

法人税、住民税及び事業税 837,352

法人税等調整額 △181,300

法人税等合計 656,051

少数株主損失（△） △138

四半期純利益 654,808
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 7,783,192

売上原価 4,317,687

売上総利益 3,465,504

販売費及び一般管理費 ※
 2,912,517

営業利益 552,987

営業外収益

受取利息 5,375

版権使用料収入 4,783

損害賠償金収入 12,500

為替差益 4,099

その他 8,111

営業外収益合計 34,870

営業外費用

固定資産売却損 1,381

固定資産除却損 1,812

その他 315

営業外費用合計 3,509

経常利益 584,348

特別損失

投資有価証券評価損 15,485

特別損失合計 15,485

税金等調整前四半期純利益 568,862

法人税、住民税及び事業税 330,035

法人税等調整額 △55,331

法人税等合計 274,703

少数株主損失（△） △3,384

四半期純利益 297,543
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,310,721

減価償却費 499,050

減損損失 206,483

関係会社株式売却損益（△は益） △10,855

固定資産除却損 18,298

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,391

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △89,875

賞与引当金の増減額（△は減少） 196,215

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2,300

貸倒引当金の増減額（△は減少） 39,468

年金基金脱退損失引当金の増減額（△は減少） △6,357

売上債権の増減額（△は増加） △311,648

たな卸資産の増減額（△は増加） 294,326

仕入債務の増減額（△は減少） △451,051

未払金の増減額（△は減少） 347,443

その他 △6,953

小計 2,035,357

利息及び配当金の受取額 16,405

利息の支払額 △149

法人税等の支払額 △10,822

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,040,790

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,876,000

定期預金の払戻による収入 1,921,000

有形固定資産の取得による支出 △493,381

持分法適用の範囲の変更を伴う関係会社株式の
売却による収入

38,443

その他 △17,781

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,427,719

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △17,056

配当金の支払額 △170,449

リース債務の返済による支出 △209

財務活動によるキャッシュ・フロー △187,715

現金及び現金同等物に係る換算差額 △534

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △575,178

現金及び現金同等物の期首残高 1,554,707

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 979,529
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

１．持分法の適用に関する事

項の変更

(1)持分法適用関連会社の変更　

　前連結会計年度において持分法適用関連会社でありました台湾粉紅股?有限公司は、

第１四半期連結会計期間において連結子会社保有の株式の一部を譲渡したことにより

関連会社でなくなったため、持分法適用範囲から除外しております。

 (2)変更後の持分法適用関連会社の数　

　０社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

(1)「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、移動平均法による原価法に

よっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、移動平均法に

よる原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によ

り算定しております。

  これによる損益に与える影響はありません。

 (2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用　

　第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号　平成18年５月17日)を適用しております。

  これによる損益に与える影響はありません。
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

 (3)「リース取引に関する会計基準」等の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第

13号(平成５年６月17日企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正)及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日

(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が平成20年４月１日以

降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることに

なったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売

買取引に係る会計処理によっております。所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。また、リース取引開始日が、会計基準適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を適用しております。

  これによる損益に与える影響はありません。

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会

計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。

２．固定資産の減価償却費の算

定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 　該当事項はありません。
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）　

　国内連結子会社は、主要な機械装置について耐用年数を９年としておりましたが、平成20年度の法人税法の改正を契機

として資産の利用状況を見直した結果、第１四半期連結会計期間より耐用年数を10年に変更しております。

  これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ33,782千円増加しております。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

※  　有形固定資産の減価償却累計額は、9,667,383千円　で

あります。　

※　　有形固定資産の減価償却累計額は、9,280,598千円であ

ります。　
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

運送保管料 2,288,723千円

広告宣伝費 637,485 

販売促進費 2,849,568 

役員報酬 126,812 

従業員給料手当 981,122 

役員賞与引当金繰入額 12,351 

賞与引当金繰入額 160,554 

退職給付費用 41,832 

役員退職慰労引当金繰入額 15,914 

減価償却費 47,054 

研究開発費 296,166 

貸倒引当金繰入額 39,468 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

運送保管料 747,025千円

広告宣伝費 343,697 

販売促進費 914,906 

役員報酬 42,172 

従業員給料手当 274,795 

役員賞与引当金繰入額 4,116 

賞与引当金繰入額 95,197 

退職給付費用 14,103 

役員退職慰労引当金繰入額 6,013 

減価償却費 15,716 

研究開発費 82,722 

貸倒引当金繰入額 2,288 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金  4,034,529千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3,055,000千円

現金及び現金同等物 979,529千円

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平

成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　3,788,000株　　　　　　　　　　　　

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　233株

 

３．配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年８月12日

取締役会
普通株式 170,449 45平成20年６月30日平成20年９月18日利益剰余金

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年７月１日　至平成21年３月31日）　　

　当社グループは食品関連事業を営んでおり、単一セグメントであるため、該当事項はありません。

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年７月１日　至平成21年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年７月１日　至平成21年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。　

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 2,218.64円 １株当たり純資産額 2,109.92円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 172.87円 １株当たり四半期純利益金額 78.55円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式はありますが希薄化効果を有しないため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式はありますが希薄化効果を有しないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 654,808 297,543

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 654,808 297,543

期中平均株式数（株） 3,787,767 3,787,767

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成21年５月６日

株 式 会 社  フ  レ  ン  テ  

　  取   締   役   会　  御中  

 監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 堤　　　佳　史　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 芝　田  雅　也　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フレン

テの平成２０年７月１日から平成２１年６月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２１年１月１日

から平成２１年３月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２０年７月１日から平成２１年３月３１日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フレンテ及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　以　上  

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　    ２．四半期連結財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれていません。
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